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項目

１. 第１回の振り返りと第２回の論点
２．追加データ及び本市の取組み
３．住宅セーフティネット施策が目指す姿
４．論点ごとの課題と施策の⽅向性
－１．相談体制をより充実していくために、市として

何を⾏うべきか（論点３）
－２．⼤家の不安感低減に向けて、市として何を⾏

うべきか（論点１）
－３．⺠間事業者等に活躍してもらうために、どのよ

うな⽀援が必要か（論点２）



１．第１回の振り返りと第２回の論点



4１．住宅セーフティネットを巡る現状（概括）と課題
住宅確保要配慮者の増加・多様化

中長期的には人口減少、著しい困
窮年収未満世帯数の減少の見込
み 第１回

現下では、単身高齢者や民借に住
む中年単身などが増加 第１回

高優賃など施策住宅が減少、一方
でSN住宅の普及は低調

公営住宅の居住者の高齢化等に
より、自治機能の低下、地域への
影響も懸念

要配慮者への大家の不安感は高
く、特に孤独死への懸念が大きい

ひとり親や外国人など対象者毎
に得意とする居住支援団体が活
動しているが、補助等が不足して
おり、居住支援団体の運営が困難

P40～43

福祉・住宅部門が連携した相談体
をモデル的に実施、さらなる連携
深化が必要 P22～27

P30～31

中長期的に要配慮者の減少が見込まれる中で、現下の需要に対応するためには、

公営住宅のみならず、民間賃貸住宅の活用や民間事業者との連携が求められる

第１回

第１回



5１．基本的な方向性（案）

公営住宅や、公的賃貸、民間賃貸等により、福祉と連携しながら重層的な住宅セーフティネット
を構築する。

【基本的な考え方】

重層的な住宅
セーフティネットの対応

第１回

住宅セーフティネットの
さらなる充実

第2回

高齢者・障害者世帯に対して住宅
分野・福祉分野の一体となった居
住支援の検討が必要

公営住宅や、公的賃貸住宅、民間
賃貸住宅を活用して、重層的に対
応していく

多様な世帯等が安心して住み続
けられる居住環境を確保するた
め、今後もSN住宅の供給を一定
程度確保・拡充する

公民連携や住宅分野・福祉分野の
一体化により、居住支援を進める

地域（区）ごとの連携体制を確立
する

大家の不安感低減に取り組み、以
て公正な民賃市場を醸成する

不動産仲介業者のSN住宅への理
解促進

第１回資料
の再掲



6１．セーフティネット部会の論点

住宅セーフティネットの
さらなる充実

第2回

大家の不安感低減に向けて、市と
して何を行うべきか

民間事業者等に活躍してもらう
ために、どのような支援が必要か

相談体制をより充実していくため
に、市として何を行うべきか

論点１

重層的な住宅
セーフティネットの対応

第１回

将来的に対象世帯が減少してい
く中で、どのように公民の役割分
担をしていくべきか

SN住宅を一定数確保していくに
は、市として何を行うべきか

第１回

第１回
論点２

論点３

第１回資料
の再掲



２．追加データ及び本市の取組み
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88２．①死亡数推計
〇今後40年間、毎年の死亡数は４〜５万⼈と推計されている。
〇孤独死や残置物処分などを理由に⾼齢者の⼊居が敬遠される市場環境を考慮する
と、今後も厳しい環境が予想される。

注：2020年基準、中位推計
資料：横浜市政策局「横浜市の将来人口推計」

■死亡数推計（横浜市）



99２．②地域（各区）の⺠営借家数・率
〇⺠間賃貸住宅ストックは、市全体で51.5万⼾あり、その分布には地域性がある。
〇神奈川区・⻄区・港北区は住宅ストックの約４割が⺠営借家となっている。

■区別民営借家数・率（横浜市）
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（⼾）

注︓⺠営借家率＝⺠営借家数／居住世帯のある住宅総数
資料︓令和５年住宅・⼟地統計調査
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１都３県の政令市

1010２．③地域（各区）の賃貸⽤空き家数・率
〇住宅SNの受け皿として活用が望まれる賃貸用空き家は市全体に約10.5万⼾ある
が、金沢区・南区・旭区は⽐較的⾼めであり、分布は一様ではなく、地域性がある。

〇本市の賃貸用空き家率は13.9％で特別区部より低いが、県内政令市⽐では⾼い。

注︓賃貸用の空き家率＝賃貸用の空き家数／（借家⼾数＋賃貸用の空き家数）
資料︓令和５年住宅・⼟地統計調査

■区別賃貸用空き家数・率（横浜市、近隣政令市）



1111２．④⺠賃ストックの活⽤可能性
〇約51万⼾の⺠営借家のうち、低廉で⼀定の質を満たす⺠賃が、著しい困窮年収⽔
準未満世帯に対応するストックとしてカウントされる。

〇その数は約6.8万⼾あるが、単⾝者向けの18〜30㎡の物件は約1.8万⼾で、単⾝
が多いといった要配慮者には、現状、制度住宅も含め様々な住宅で対応している。

〇今後の要配慮者の増加に対応するため、SN登録住宅の拡⼤を目指し、まずはこの
低廉で⼀定の質を満たす⺠賃の中で拡⼤・普及を図っていきたいと考えている。

対象外

■民営借家(508,000戸)の面積帯別家賃帯別戸数ボリューム

低廉で一定の質を満たす民賃
：1981（S56）以降の借家割合
を乗じて推計

67,967戸

18㎡未満
（62，273）

18～30㎡未満
（142，227
■20,482）

30～50㎡未満
（148,500
■15,580）

50～70㎡未満
（106,800
■15,580）

70㎡以上（48,700
■26,000））

著しい困窮年収水準未満世帯に
対応するストックの小計（建築年
不問）

77,642戸

7～8
万円

6～7
万円

5～6
万円

12万円～
11～12万円
10～11万円
9～10万円
8～9万円

4～5
万円

3～4万円
～3万円

凡例︓■著しい困窮年収⽔準未満世帯に対応す
るストック（建築年不問）

資料︓令和５年住宅・⼟地統計調査をもとに推計

⇒1981（S56）以
降の借家割合を乗じ
て推計 17,900

主
と
し
て
単
身
者
向
け



1212２．⑤SN住宅の種類とストック数
〇⾼優賃等の施策住宅は、将来的に事業終了予
定。今後は、SN住宅を増やしていく⽅向性。

〇特に、Ｒ４から制度終了している⾼優賃からの移
⾏を進めているが、進捗は芳しくない。

2026年4月3日時点

11,442戸SN登録住宅

662戸SN専用住宅

335戸家賃補助付きSN住宅

11,442
662
335

0 4,000 8,000 12,000

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

SN登録住宅

SN専用住宅

家賃補助付きSN

住宅

■SN住宅戸数の推移

資料：建築局調べ

SN登録住宅 SN専用住宅

家賃補助
付きSN住宅

*家賃低廉化補
助の交付決定
を受けた住宅

*住宅確保要配
慮者の入居を拒
まない住宅
*住宅確保要配
慮者以外の入居
も可

*住宅確保要配
慮者のみ入居
可能な住宅
*家賃低廉化補
助、債務保証
料低廉化補助
あり



4万円未満

（1.6%)
4万円以上

6万円未満

（3.5%)

6万円以上

8万円未満

（30.6%)

8万円以上

10万円未満

（37.0%)

10万円以上

12万円未満

（16.9%)

12万円以上

（10.4%)

1313２．⑥SN登録住宅の特性
〇本市のSN登録住宅ストックは約11,400⼾。うち約95％が⼊居中。
〇SN登録住宅は30㎡以上が約８割と、本市の⺠賃市場の構成⽐よりやや広めの
住宅となっている。

〇面積に伴い家賃帯は⽐較的⾼く、要配慮者の多数を占める低所得者が活⽤可
能な住宅は少ない。

～16㎡未満

（1.4%)

16～29㎡

（20.3%)

30～49㎡

（51.9%)

50～69㎡

（25.2%)

70㎡～

（1.2%)

資料：建築局調べ

29㎡以下

39.8%

30～49㎡

29.1%

50～69㎡

21.1%

70㎡以上

9.9%

■民賃の面積帯
（横浜市Ｒ５住調）

■SN登録住宅の面積帯（n=11,442） ■SN登録住宅の家賃帯（n=11,442）



1414２．⑦家賃補助付きSN住宅の仕組み
〇SN専用住宅に対し、家賃や債務保証料の補助を実施。
〇全国的に家賃低廉化補助を実施している自治体は少なく、本市の取組みは全国で
も先進的。今年度から、対象者拡⼤などさらに充実。

〇R4以降に順次、制度終了していく⾼優賃からの移⾏を進めている。
国

○補助メニュー
・家賃低廉化（４万円／月・戸、10年以内）
・家賃債務保証料等低廉化
・改修費

○施策対象者
・原則：月収15.8万円（収入分位25%）以
下

・子育て世帯・新婚世帯：月収21.4万円（収
入分位40%）以下

・多子世帯：月収25.9万円（収入分位
50%）以下

横浜市
○実施メニュー

・家賃低廉化（最大８万円／月・戸、20年以
内、補助額は大家が選択可）

・家賃債務保証料等低廉化

○施策対象者
・原則：月収15.8万円（収入分位25％）以下

・子育て世帯・新婚世帯：月収31.8万円（収
入分位60％）以下（R8.4から対象拡大）

○補助のイメージ
住戸の床面積：25㎡、家賃：60,000円の場合



1515２．⑧家賃補助付きSN住宅の⼊居世帯の状況
〇SN登録住宅約11,400⼾のうち、家賃
補助付きSN住宅は387⼾（3.4％）
に留まる。

〇⼊居者のメインは以下のとおり。 なお、
障害者世帯の⼊居は１割強。
世帯構成︓単⾝ （8割）
年齢 ︓⾼齢 （7割）
収⼊区分︓第１区分（9割）

資料：建築局調べ

■世帯構成（n=284） ■収入区分（n=284）

2026年6月1日時点

387戸(100.0%)登録数

284戸( 73.4%)入居中(家賃補助を受けている)

79戸( 20.4%)入居中(家賃補助を受けていない)

24戸(  6.2%)空き住戸

■契約者の年齢（n=284）

単身

（83.8%)

夫婦のみ

（6.0%)

夫婦と子

（4.6%)

ひとり親

（4.9%)

その他

（0.7%)

10代

（0.7%)
20代

（6.3%)
30代

（7.0%)

40代

（6.7%)

50代

（9.9%)

60代

（9.9%)70代

（27.8%)

80代

（23.9%)

90代

（7.7%)

第1区分

（87.7%)

第2区分

（4.9%)

第3区分

（4.6%)
第4区分

（2.5%)
第5区分

（0.4%)

世帯数
（284）

収入区分

249～104,000円第1区分
14104,001円～123,000円第2区分
13123,001円～139,000円第3区分
7139,001円～158,000円第4区分
1158,001円～186,000円第5区分
0186,001円～214,000円第6区分
0214,001円～259,000円第7区分
0259,001円～313,000円第8区分

子育て世代*のみ

*子育て世代＝子育て世
帯（子ども又は妊娠して
いる者がいる世帯）＋
新婚世帯（配偶者を得て
５年以内の世帯）



1616２．⑨サービス付き⾼齢者向け住宅の状況
〇60歳以上⾼齢者の住替え先の選択肢となりうるサービス付き⾼齢者向け住宅は、
市内に127件、5,492⼾存在。

〇25〜40㎡の住宅が約半数、次いで18〜25㎡が３割と、主に単⾝がターゲットと
なっている。家賃は8万円以上が３/４を占め、共益費を加えるとさらに負担は⼤きく
なると考えられる。

資料：サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（2026.5時点）

■住戸面積（n=5,492） ■家賃（n=5,492） ■家賃＋共益費の最低額（n=5,492 ）

18～25㎡未満

30.7%

25～40㎡未満

47.8%

40～60㎡未満

18.6%

60㎡以上

2.9%

～6万円未満

2.4%

6～8万円未満

22.0%

8～10万円未満

29.0%

10～12.5

万円未満

16.6%

12.5～15

万円未満

9.7%

15万円以上

20.2%

～6万円未満0.4%

6～8万円未満

6.4%

8～10

万円未満

23.5%

10～12.5

万円未満

23.3%

12.5～15

万円未満

16.1%

15万円以上

30.2%

注：共益費は住宅別に最低額・最高額の表
示あり。最低額を機械的に加算して作図



３．住宅セーフティネット施策が目指す姿



18３．目指す姿 ①地域ごとの連携体制

＜ 現在 ＞

エリア部会

モデル３区で実施

居住支援
サポーター

相談窓口

福祉と住宅の
一体的な推進

＜ 将来 ＞ ※エリアの大きさは多様。区を
超えた連携や、エリアの重複
も考え得る。

※プレイヤーの関係性も多様。

〇福祉の各分野と住宅分野が連携し、住まいの課題を一体的に支える地域居住支
援体制の構築を目指す。⇒参考P27

〇各エリアにおいて居住⽀援協議会エリア部会を開催し、地域ごとに築き上げられてきた
住まい⽀援の取組を基盤とし、関係者間の連携をさらに強化。



19３．目指す姿 ②地域ごとの公正な⺠賃市場の形成

相談対応、適
切なアセスメ
ント

見守り等が
セットとなっ
た住宅を増や
す

居住支援プレ
イヤーの育成、
支援

論点３

論点１

論点２

〇住宅確保要配慮者に対して、相談窓⼝で適切なアセスメントを⾏い、必要な福祉
サービス等につなぐ。住まい探しが困難な要配慮者に対しては居住⽀援サポーターが
伴⾛⽀援を⾏う。

〇⼤家が不安感無く要配慮者を受け⼊れられるような体制を構築し、要配慮者を敬
遠しない⺠賃市場が地域ごとに形成されることを目指す。

地域ごとの
公正な民賃市場の形成

市の取組・支援 公営住宅
公的賃
貸住宅

要配慮者
を敬遠し
ない民間
賃貸住宅

民間
賃貸
住宅

既存ストックの活用

大家の不安低減

本⽇は、相談対応の取組を起点に議論を進める



４．論点ごとの課題と施策の⽅向性



４－１．相談体制をより充実していくために、
市として何を⾏うべきか（論点３）



22４－１．相談対応の取組 居住支援サポーター制度 22

〇横浜市居住⽀援協議会はH30.10に設⽴され、R元.8に「よこはま住まいサポート相
談窓⼝」を開設。年間2,000件超の相談が寄せられている。

○「よこはま居住⽀援サポーター登録制度」をR2.10よりモデル実施、R5.3より本格実
施。現在、サポーターとして７団体が登録。相談窓⼝を通じた依頼により、相談者の
個々の状況に応じた居住⽀援を実施。年間100件超に対応。

令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度

2,284件2,125件2,381件2,003件1,167件445件284件相談件数

125件144件97件36件111件61件ーサポーター等連携

支援内容役割構成

・⽀援プランの提
案、事前調整
・⼊居前⽀援
・住宅のマッチング
・生活⽀援
・退去⽀援
・その他

・居住⽀援協
議会及び受
⼊系サポー
ターと連携し、
⼊居⽀援及
び生活⽀援
を実施
・SN登録住宅
の登録促進

⽀援系サ
ポーター
（７団体
下記と重
複）

・住宅のマッチング

・⼊居を受け
⼊れる物件
の紹介
・SN登録住宅
の登録促進

受⼊系サ
ポーター
（４団
体）



23４－１．相談者の属性と相談内容 23

〇「よこはま住まいサポート相談窓⼝」への相談者は⾼齢者、低額所得者、障害者が
多い。属性は重複があり、⾼齢で低所得、障害があり低所得などのパターンが多い。

○福祉的課題を複合的に抱えている相談者が多く、住宅部門を中⼼とした相談・⽀援
体制では対応が困難であり、福祉部門との連携が課題となっていた。

〇年間2,000件超える相談は、継続案件が2割弱を占めるほか、⽴退き、家賃負担が
重い、家庭事情によるもの等がある。

■相談者の世帯構成（R7年度） （ｎ＝2,284） ■相談内容（大分類）（R7年度）（ｎ＝2,284）

立退き

12.7%

家賃負担が

重い

11.4%

家庭事情（家族構

成の変化、折り合

い悪い等）

10.6%住替え（施設入

所、売却含む）

41.7%

市外からの

転入（呼び

寄せ含む）

3.8%

公営住宅入

居希望

0.8%

バリアフリー

住宅入居希望

1.4%

継続案件

16.9%

不明

0.7%

1259

(55.1%)

139

(6.1%)

713

(31.2%)

118

(5.2%)

184

(8.1%) 37

(1.6%)
28

(1.2%)

126

(5.5%)
66

(2.9%)
26

(1.1%)
1

(0.0%)

155

(6.8%)

0

200
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1,000

1,200
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高
齢
者

生
活
保
護
世
帯

低
額
所
得
者

障
害
者
（
身
体
）

障
害
者
（
精
神
）

障
害
者
（
知
的
）

外
国
人

子
育
て
世
帯

ひ
と
り
親
世
帯

D
V

被
害
者

児
童
養
護
施
設
退
所
者

そ
の
他

資料：建築局調べ
※属性は重複有
※外国人は、NPO神奈川外国人すまいサポートセンター利用が多い



流

れ

◆該当物件の提供◆必要な機関へ繋ぐ
・区役所
・福祉関係機関等
・⽀援者(家族・親族)

◆制度住宅の紹介
・ＳＮ住宅
・家賃補助付きSN住宅
・⾼優賃
・子育てりぶいん
・市営
・県営

◆状況ヒアリング
・収⼊
・⽀援者の有無
◆希望の住宅聞き取り
・家賃
・間取り
・場所 等
◆説明
・住宅を借りる条件 等

実
施
内
容

課

題

24４－１．相談対応フローの詳細 24

相
談
受
付

制度住宅
の紹介

自分で
探せそうな⼈ 見つからな

い
サポーター

と
課題整理・引っ越し希望時期までの期間が短い

・探したが見つからない、不動産店で断られてしまう
・収⼊、資産、引っ越し費用が全くない
・精神状態が不安定だが、どことも繋がりがない 等

対応困難案件

サポーター
に協⼒要請。
該当物件が
出てくれば相
談者へ提示

内覧
⼊居

サポート体制が不
明確
本⼈の状況（障害・⾼
齢・生活困窮・生活保護
等）により、⼊居後のサ
ポート体制がなければ、賃
貸⼈の不安解消できない。

住宅を借りる条件
が不⼗分
緊急連絡先や⾝元引受
⼈がいない、保証会社の
審査に通らない、など。

ニーズと住宅のミス
マッチ
要配慮者の希望する条
件と、⼊居可能な住宅との
ミスマッチ。

住宅・福祉の連携不⾜

福祉の⽀援は分野別対応が
中⼼になってしまい、サポーターが
横断的な調整を担っている。
また、制度の狭間にある住宅
確保要配慮者への対応が課題
となっている。



25４－１．支援事例① サポーターの支援を受け⼊居先確保のケース 25

対象者の状況

精神障害で休職中の20代⼥性、社宅退去による転居
⇒双極性障害で抑うつ状態を繰り返しており、家に閉じ
こもることが多い。精神障害3級。

⇒今後、預貯金を使い切り次第、生活保護受給予定
のため家賃52,000円を上限として物件探し。横浜
市内を希望。

⇒休職中で前年の収⼊が無いため、保証会社の審査
が通らず、相談窓⼝へ。

支援内容

○サポーターから２件を案内、内１件に申込み。
○サポーターとの信頼関係がある協⼒不動産店の理解もあり、審査を通過。
ポイント

○初期費用あり・緊急連絡先ありなど、住まい探しの条件が整っていた。
○収⼊面の制約がある中で、本⼈と⽀援者が住宅市場の状況を共有しながら居
住条件を整理したことで、⼊居可能な住宅の選択肢を広げながら住まい探しを
進めることができた。



26４－１．支援事例② サポーターの支援を受けられなかったケース 26

対象者の状況

収⼊減少と貯金不⾜で住み替え困難な40代⼥性
⇒18歳息子と2⼈暮らし。現在月収９万円。今後、仕
事を辞め、本⼈は看護学校に、息子は⼤学に進学
予定。

支援内容

○区役所からサポーター制度の説明を受け、サポーター⽀援を自ら希望。
○しかし、収⼊も預貯金も無く、転居後の家賃負担や初期費用の見通しが⽴
たない状況であり、住まい探しを進める前に生活基盤の整理が必要であった
ため、サポーターの住まい探しの支援は困難だった。

ポイント

○今後の収⼊や転居費用の確保に課題があり、住まい探しを進めるための条件
整理が必要な状況であった。

○生活全体の見通しを整理するとともに、生活基盤の安定を図りながら住まい
探しを進めていくことが重要である。

⇒現在、家賃8万円の住まい。無収⼊になる予定だが、家賃を払い続けるほど
の貯蓄が無く、家賃負担を減らすための転居を希望。



〇Ｒ６年の生活困窮者自⽴⽀援法の改正により、自⽴相談支援事業において住まい
に関する相談等に対応することが明確化（R７年４月施⾏）。

〇Ｒ８年度から健康福祉局が市住宅供給公社に業務委託。公社が区の自⽴相談
⽀援事業の相談窓⼝に対して住宅に関する専門的助⾔を⾏う体制。

2727

よこはま住まいサポート
相談窓⼝

横浜市住宅供給公社

横浜市居住支援協議会

居住⽀援法⼈

神奈川県居住⽀援協議会

連
携

よこはま居住支援サポーター

連
携

連携

・勉強会
・見学会
・事例検討会
・総会
・外国人
支援事業

等

公社

自⽴相談支援機関（生活⽀援課）
自⽴生活安定化⽀援事業
（地域居住⽀援事業）

相
談

転
居
⽀
援

相
談

転
居
⽀
援

その他の窓⼝ ⾼齢・障害⽀援課
窓⼝

こども家庭⽀援課
窓⼝ 生活⽀援課窓⼝

各区役所（18区）

各分野の窓⼝で対応や調整が難しいものや、
どこに相談してよいかわからないものについて
各分野と調整
※状況により個別⽀援セーフティネット会議を活用

自⽴相談支援事業（住まい相談支援員）

・住まいの相談
・サポーターの調整
・居住支援法人との連携など

委託

相談受けた窓⼝が、まずは受け止め、
適切な関係機関につなぐ 連

携

強化︕

委
託

住宅確保要配慮者

Ｒ８は鶴見・西・中区
の３区でモデル実施

４－１．自⽴相談支援事業による住まいの相談支援の強化（R8年度モデル実施）



2828４－１．相談体制の充実化に向けた施策の方向性
現状・課題

施策の方向性

ご意見いただきたいこと

〇これまで、本市における住まいに関する相談は、福祉部門の各専門相談窓口と、
居住支援協議会の住まいの相談窓口がそれぞれ対応しており、両者の連携強
化が課題となっていた。R8年度は３区において、区の自⽴相談支援事業の相
談窓口に対して居住支援協議会が専門的な助⾔・支援を⾏うモデル事業を実
施し、住宅部門と福祉部門が⼀体となった相談体制の構築を目指す。

〇住まいの課題は⾼齢・障害・子ども・生活困窮など多分野にまたがるため、各分
野の横の連携や、福祉・住宅部門との連携がいっそう求められている。

〇住まい探しが困難な要配慮者に対し、居住⽀援サポーターが伴⾛⽀援している
が、登録は７団体と少なく、⽀援ニーズ量に⽐して⼗分とは⾔えない。

〇モデル事業を全市に展開していく。
〇⾼齢・障害・子ども・生活困窮等の福祉の各分野と住宅部門が一体となった地
域居住支援体制の構築を進める。

〇居住⽀援サポーターの登録数増を目指す。

〇福祉部門と住宅部門が連携・⼀体的に⽀援を⾏うために必要な取組や留意点。
〇居住⽀援サポーターを増やし、地域の連携体制に組み込んでいくための、効果的
な進め⽅。



４－２．⼤家の不安感低減に向けて、
市として何を⾏うべきか（論点１）



30４－２．大家の不安感（国調査） 30

資料：国交省関東地整 居住支援推進セミナー（2025.10）

第１回資料
の再掲



31４－２．大家が求める居住支援施策（国調査） 31



32４－２．家賃補助付きSN住宅大家の意向（横浜市） 32
〇本市の家賃補助付きSN住宅の⼤家においても、約４割が⼊居制限の経験があり、
その理由は孤独死等の不安が最も多い。

○家賃補助付きSN住宅制度には手続きの煩雑さが負担感として挙げられている。また、
⽀援がないと感じている⼤家からは、⼊居者死亡時の残置物処理への支援を求める
意⾒が最も多い。

■有の場合、その理由

あり

40.6%なし

59.4%

0 2 4 6 8

初期費用が足りない

衛生面や火事等の不安

収入が不安定

近隣トラブルの不安

契約手続きができない・

意思能力に不安を感じる

孤独死等の不安

保証人、保証会社の利用

ができない

介護サービスなど支援を

受けていない

病気・宅内事故等の緊急

時に対応する人がいない

日常的なコミュニケー

ションができるのか心配

その他

0 5 10 15 20 25

手続きが煩雑のため負担

を感じる

制度がわかりづらい

賃貸人が受けるメリット

が少ない

住宅確保要配慮者の受入

への支援がない

その他

0 2 4 6 8 10 12

入居者の経済負担のない

見守りサービス

居住支援法人による借上

げ（サブリース）制度

民間事業者と連携した地

域の見守り体制

入居者死亡時の委託に基

づく残置物処理

その他

※家賃補助付きSN住宅の大家アンケート
（R8.6実施、回収サンプル32）

資料：市公社調べ

■賃貸人の意向で入居希望者
に住宅提供できなかったこと
の有無

■必要と考える支援（住宅確保要配慮者への支
援が「ない」と回答した方）

■家賃補助付きSN住宅制度の課題



3333４－２．⾒守り等サービスを付帯した住宅
居住サポート住宅
（令和７年10月～）

■市内の居住サポート住宅（第１号）

資料：国交省パンフレット

●所在 横浜市神奈川区菅田町
●交通 市営地下鉄ブルーライン片

倉町駅徒歩17分 又は、バ
ス6分、徒歩5分

●築年数 築１年１ヶ月
●賃料 8～14万円
●共益費・管理費 2～4万円
●サポート内容

①１日１回、通信機器による安否
確認

②１ヶ月１回、訪問＆１時間の生活
支援

③福祉サービスへのつなぎ
※サポート費用19,800円

高齢者向け地域優良賃貸住宅
（令和４年以降順次終了）

■高優賃の特徴

●バリアフリー設計
●緊急通報システム設置
●家賃補助あり
●民間の土地所有者等が事

業者となって建設を行う、
民間賃貸住宅



3434４－２．⾒守り等サービスの利⽤料⾦

●IOT技術を活用し、リズムやセンサー等の方法で入居者に
負担のない見守り、最低１日１回

●対象住宅：SN登録住宅、または居住サポート住宅
●対象者：見守りサービスを提供する事業者
●補助額：初期費用（限度額5,000円／戸）

月額費用の一部（限度額1,000円／戸・月）

セーフティネット住宅等
見守りサービス補助事業
（本実施 令和５年４月～）

〇見守り等は⼤家の不安感への対応策ではあるものの、相応のサービス費用が発生。
〇本市では、居住サポート住宅においても家賃補助が可能。⼀⽅でサポート費用に対
する補助制度は⼗分でなく、低額所得者にとっては費用負担が課題。

〇サポート費用の他都市事例では、事業者によって価格設定は０〜15,000円と多様。
サブリース差益により、居住⽀援法⼈の運営を⾏っている事例（⇒P36）もある。

サポート費用の例（カッコ内は賃貸人）所在地

1,500円（株式会社・居住支援法人）
7,500～15,000円（有限会社）
15,000円（株式会社・居住支援法人）
12,000円（NPO法人）

札幌市

10,000円（株式会社・居住支援法人）千葉市

3,300～6,600円（株式会社・居住支援法人）世田谷区

0円（株式会社）
0～30,000円（合同会社・居住支援法人）

静岡市

1,100～3,00０円（株式会社・居住支援法人）名古屋市

2,000円（有限会社・居住支援法人）京都市

2,000円（株式会社・居住支援法人）
4,100円（NPO法人・居住支援法人）

北九州市

0円（株式会社・居住支援法人）
0円（株式会社・居住支援法人）
0円（有限会社・居住支援法人）

福岡市

資料：居住サポート住宅情報提供システム

■安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎの提供対価の例
（政令市・東京23区を調査）



35４－２．公的賃貸住宅等の対応範囲＜現状＞ 35

⼾数は令和７年度（★は令和６年度末、☆は令和4年度末）
※ 実際の家賃額から主要な範囲を表示

単身世帯 一般世帯 子育て世帯 高齢者世帯 障害者世帯等

セーフティネット住宅
（11,442⼾）
居住サポート住宅
（10⼾）
家賃補助付き
セーフティネット
住宅
（335⼾）
家賃補助付き
居住サポート
住宅
（0⼾）

市営住宅（31,073⼾）
県営住宅（17,742⼾★）

サービス付き
高齢者向け

住宅
（5,493⼾）

１万円

6万円

12万円

30万円
⺠間賃貸住宅
による補完

高齢者向け
優良賃貸
住宅
(2,765⼾)
(参考：県０⼾)

市営住宅のうち高齢者用

UR都市機構賃貸住宅
（43,454★）

子育て世帯向け
地域優良賃貸住宅
（284⼾）

ヨコハマ・りぶいん
（R6終了）

URのうち
高齢者向け
優良賃貸住
宅
(1,288⼾☆)

〇市営住宅内訳
・公営住宅 直接建設 25,988⼾

借上 3,941⼾
・改良住宅 1,144⼾

〇内訳
・直接建設型（シルバーハウジング
プロジェクト（SHP）等）

929⼾
・借上型（シニアりぶいん）

3,155⼾

〇車いす用
・直接建設 104⼾

市住宅供給公社
賃貸住宅（631⼾★）
県住宅供給公社
賃貸住宅（5,474⼾★）

費
用
負
担
（
月
額
）※

１

第１回資料
の再掲



3636４－２．サブリース差益により居住支援を⾏う事例



3737４－２．大家の不安軽減に向けた施策の方向性

〇H30開始の家賃補助付きSN住宅の登録数は387⼾、R7.10開始の安否確
認等を⾏う居住サポート住宅の認定数は10⼾にとどまる。

〇SN登録住宅に対して⼤家のニーズに沿った⽀援のセット化、居住サポート住宅
は要配慮者の費用負担が課題。

〇さらなる供給拡⼤には、既存の賃貸住宅だけでなく、⼀定量存在する賃貸用空
き家やその他空き家の活用を検討する。

〇⼤家の不安感低減のために⼊居者に対して必要な⽀援を⾏う。
〇地域ごとに、空き家・空き室にお困りで、協⼒マインドのある⼤家を発掘する。
（⇒次頁イメージ図参照）

〇地域において、サービスが付帯する住宅を増やしていくための、着眼点や先進的
な取組等。

〇⼤家の不安軽減やリスク分散を図るために必要な取組み（保険やインセンティブ
等）。

現状・課題

施策の方向性

ご意見いただきたいこと



3838４－２ ．地域で協⼒的マインドのある大家発掘のイメージ

居住支援
サポーター

一定のエリア

空室

空家 相続したものの

どうしたら...

少し安くても

空室を埋めたい...

もう賃貸事業は

廃業するか...

築30年、全空室

10年限定でSN住宅
としての活用を提案

大家

居住支援
法人・団体

※「一定のエリア」の広がりは、区レベ
ル、中学校区レベル（＝日常生活圏域）、
など多様に考えられる

サブリース

地域の居住支
援プレイヤー

地域の不
動産店

空家活用

社会福祉
法人等

市

地域の、居住支援に関わる
情報共有の場づくり、
プレイヤー増やし



４－３．⺠間事業者等に活躍してもらうために、
どのような⽀援が必要か（論点２）



4040４ー３．居住支援法人の経営状況（全国）



4141４ー３．居住支援法人が活⽤できる国等の補助⾦の例
〇居住⽀援法⼈の活動を直接⽀援する国交省の補助⾦があるものの、配分は少額。
〇厚労省の補助金は属性別に分かれ、居住⽀援法⼈が活用しづらい。また、すでに各
事業で最⼤限活用されているものあり、新たに居住⽀援に活用することは困難。

補助対象
▲︓場合により法人が利⽤可

実施主体補助事業名属性

その他家賃ハード活動
費

●国交省住宅局居住⽀援協議会等活動⽀援事業（R8年度予算10.8億
円の内数）

要配慮
者全体

▲国交省住宅局スマートウェルネス住宅等推進事業（SN住宅・居住サ
ポート住宅改修費補助）

▲国交省住宅局公的賃貸住宅家賃対策補助（SN住宅・居住サポート
住宅家賃低廉化補助等）

●都道府県・市町村
の社会福祉協議会

社会福祉協議会による各種助成金

▲厚労省⽼健局地域⽀援事業＞生活⽀援の充実・強化（R8年度予算
1,807億円の内数）

⾼齢者

▲厚労省社会・援護
局

地域生活⽀援事業＞住宅⼊居等⽀援事業（居住サ
ポート事業）

障害者

▲
厚労省こども家庭
庁

児童虐待防止対策等総合⽀援事業費補助金＞児童
養護施設退所児童等に対する社会復帰⽀援事業
（R8年度予算206億円の内数）

子育て
世帯等

▲厚労省社会・援護
局

自⽴相談⽀援事業（R8年度予算827億円の内数）生活困
窮者

R7年度実績平均
約210万円/法人



4242４－３．居住支援サポーター育成の課題
〇居住⽀援サポーターには、同⾏⽀援等の内容・回数に応じた謝金制度となっており、
活動費が不⼗分との指摘がある。
〇地域ごとにきめ細かく相談対応を⾏うには、受⼊系サポーターの拡充及び理解のある
家主・不動産事業者の協⼒が必要。
〇各部局が所管する制度で対応しようとする縦割りの弊害もあり。
■支援等の内容（謝金対象）

単位内容

／人居住支援、福祉サービス等のプランの提案

１ ／人区役所、支援機関等との連絡及び調整

／人その他の支援

／人緊急連絡先、身元引受人等の確保

２ ／回緊急連絡先の引受

／人その他の支援

／人不動産店、賃貸人等との交渉

３ ／人契約等の手続きの支援

／人その他の支援

／月訪問、声かけ等による見守り

４

／月生活相談、家事代行等

／月近隣等とのトラブル対応

／回就労支援

／月その他の支援

／人退去に係る手続きに必要な支援
５

／人その他の支援

■居住支援サポーター制度の課題（ヒアリングより抜粋）

活
動
費

プ
レ
イ
ヤ
ー

〇福祉事業や不動産事業の収入で、居住支援事業の赤字を補填
している。

〇居住支援事業を持続可能な事業とするためには、人件費や活
動費などをまかなえる予算の確保が必要。

〇業務日誌の作成など手間がかかる。謝金が見合っていない。

〇７団体の内訳は支援系のみ４団体、支援系・受入系３団体とな
っており、十分とはいえない。受入系サポーターが、各区に1団
体以上あるのが好ましい。

〇身近なエリアできめ細かい相談に対応するには、住宅確保要
配慮者の賃貸住宅への受入れに理解のある家主、不動産会社
の協力が必要。

〇受入系サポーターを充足させることは、居住支援の推進に有
益。そのため、受入系サポーターの負担を減らすことが、登録
数を増やすためには必要である。

連
携

〇経済的支援や福祉サービスの利用に必要な事前調整の負担が
サポーター（居住支援法人）に集中している。また、入居に必要
な条件が整っていない相談者については、居住支援協議会相
談窓口から区役所や福祉関係機関等へ再度つなぎ直す対応が
頻繁に生じている。



43４－３．居住支援のプレイヤー 43

〇本市居住⽀援協議会
会員は18団体、市内を
業務区域とする居住⽀
援法⼈は34団体、さら
にこのリストと重複して居
住⽀援サポーター７団
体など、市内には様々
なプレイヤーが存在。

〇⽀援団体が得意とする
対象・地域を考慮してプ
レイヤーをつなぎ、地域
ごとの居住⽀援体制を
構築する。

低額所得者 高齢者 障害者 外国人 子育て

NPO法人 かながわ外国人すまいサポートセンター ● ● ● ● ● ●

一財 高齢者住宅財団 ●

一社 家財整理相談窓口 ● ● ● ● ● ●

ホームネット株式会社 ● ● ●

一社 生涯現役ハウス ● ● ● ● ●

社福 横浜市社会福祉協議会 ●

横浜市住宅供給公社 ●

NPO法人 横浜市まちづくりセンター ● ● ● ● ● ● ●

株式会社あんど ● ● ● ● ● ● ●

川崎ロイヤル株式会社 ● ● ● ● ● ● ●

社福 真愛 居住支援ウェル ● ● ● ● ● ● ●

生活クラブ生活協同組合 ● ● ● ● ● ● ●

NPO法人 DV対策センター ● ● ● ● ●

一財　カルチュラルライツ ● ● ● ● ● ● ●

株式会社はまいろ ● ● ● ● ● ● ●

NPO法人 さくらんぼ ●

中高年事業団やまて企業組合 横浜支店 ●

株式会社YOROZUYA ● ● ●

公社かながわ住まいまちづくり協会 ● ● ● ● ●

NPO法人 ワンエイド ● ● ● ● ● ●

株式会社Casa ● ● ● ● ● ●

一社　インクルージョンネットかながわ ● ● ● ● ● ●

公社　アマヤドリ ● ●

社福　いきいき福祉会 ● ● ● ● ● ●

株式会社貴奈美（まるごと不動産） ● ● ●

株式会社R65 ● ●

株式会社ウィータ ● ● ● ● ● ●

アルバスJapan合同会社 ● ● ● ● ● ●

NPO法人　リンクトゥミャンマー ● ● ● ●

ナップ賃貸保証株式会社 ● ● ● ● ● ●

株式会社OneWorld ● ● ● ● ● ●

IGOCOCHI株式会社 ● ● ● ● ●

株式会社フォーユー ● ● ● ● ●

株式会社大倉山起業 ● ● ● ●

株式会社コアゼネラル ● ● ● ● ●

一社　プレシャスリビング ● ● ●

NPO法人　かまくら笑ん座 ● ● ●

神奈川ロイヤル株式会社 ● ● ● ● ● ●

アドバンスライフプランニング株式会社 ● ●

居住支援協
議会

居住支援法
人

居住支援法人の支援対象（代表例）



44４－３．ネットワーク化の支援（R８年度モデル実施） 44

横浜市居住支援協議会 エリア部会

Ｒ８はモデル３区で実施平成30年10月に設立
Ｒ９以降は
４エリア（18区）での
実施を目指す

〇自⽴相談⽀援事業における住まいの相談⽀援強化のモデル３区からの要望もあり、
今年度、モデル３区で居住⽀援協議会のエリア部会を実施予定。協議会の役割
は、プレイヤーを繋ぎ、連携して居住支援できる体制づくり。

〇次年度以降、市内全域に向けて、各エリアにおける不動産事業者、居住⽀援法⼈、
福祉関係者等との「顔の見える関係」の体制構築を目指す。



4545４－３．地域ごとに連携体制を構築している事例（京都市）

〇京都市では、京都市⽼人福祉施設協議会の発意により、⾏政区ごとに社会福祉
法人が不動産事業者とタイアップし、三者面談を⾏いながらマッチング。
〇住み替え後は社会福祉法⼈が見守りサービスを提供（週１回の訪問、生活相談、
緊急対応等）
〇⾏政､有識者､社会福祉法⼈､不動産会社で部会開催

対象者

社会福祉
法人

不動産事
業者

相談・見守り 賃貸借契約

連携・安⼼

資料：京都市老人福祉施設協議会 令和3年度資料より転載

■行政区ごとの組合せ ■三者面談による信頼・連携強化



4646４ー３．⺠間事業者の支援に関する施策の方向性

〇国の調査では、居住⽀援事業が赤字の法⼈は５割を超える。また、本市居住
⽀援協議会の相談窓⼝と⼀体に活動するサポーターに対しては、少額の謝金
で⽀援を依頼しており、事業の継続性が不安定。

〇⼀⽅で、福祉系の補助金は対象者が限定的であり、居住⽀援法⼈の活用は
困難。

〇各地域でこれまで丁寧に構築されてきた住まい⽀援の体制がある。

〇居住⽀援法⼈等が安定的かつ継続的に事業を実施できる⽅策について検討
する。

〇居住⽀援協議会エリア部会等の場を活用し、福祉・住宅が連携した「顔の見
える関係」の体制構築を目指す（ネットワーク化）。

現状・課題

施策の方向性

ご意見いただきたいこと

〇モデル的に地域の連携体制ができつつある中、そのネットワークづくりを市全体に
広げるために、市として何をすべきか。


